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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は、弱いながら持ち直しの動きがみられ

る。需要面では、住宅投資は、減少している。輸出は、弱い動きとなっている。設備投資

は、持ち直しの動きがみられる。観光は、持ち直しが続いている。個人消費は、緩やかに増

加している。公共投資は、増加している。

雇用情勢は、有効求人倍率・新規求人数ともに前年を下回り、弱含んでいる。企業倒産

は、件数、負債総額ともに前年を上回った。消費者物価は、３０か月連続で前年を上回った。

現状判断DI（北海道）
先行き判断DI（北海道）

現状判断DI（全国）
先行き判断DI（全国）
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１．景気の現状判断DI～２か月ぶりに低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）

121110987654322023/12022/12

出荷指数 在庫指数生産指数

2020年
＝100.0

80

105

90

95

85

100

２．鉱工業生産～前年比は２０か月ぶりに上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、1月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を0．1ポイ

ント下回る50．0と2か月ぶりに低下したが、

好不況の分かれ目となる50を維持している。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を2．4ポイント上回る52．9となった。

12月の鉱工業生産指数は99．4（季節調整済

指数、前月比＋1．6％）と2か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では＋0．2％と20か

月ぶりに上昇した。

業種別では、化学・石油石炭製品工業など

6業種が前月比上昇となった。鉄鋼・非鉄金

属工業など6業種が前月比低下となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート 2024年3月号
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３．百貨店等販売額～２２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車
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４．乗用車新車登録台数～５か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：㈳日本自動車販売協会連合会、㈳全国軽自動車協会連合会）

前年同月比（右目盛）移出その他乳製品向け牛乳等向け

12

千トン ％

0

100
50

150
200

500

-7
-6
-5
-4

-2
-3

-1
0

3

1110987654322023/12022/12

300

1400
450 2

350

250

５．生乳生産量～１６か月連続で減少

生乳生産量

（資料：農林水産省）

12月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー
ス、前年比＋4．2％）は、22か月連続で前年
を上回った。
百貨店（前年比＋4．9％）は衣料品、その

他が前年を上回った。スーパー（同＋4．0％）
は飲食料品、その他が前年を上回った。
コンビニエンスストア（前年比＋2．9％）

は、26か月連続で前年を上回った。

12月の乗用車新車登録台数は、10，714台
（前年比＋6．6％）と5か月連続で前年を上
回った。車種別では、普通車（同＋11．3％）、
小型車（同＋4．3％）、軽乗用車（同＋2．9％）
となった。
4～12月累計では、117，775台（前年比

＋12．3％）と前年を上回っている。内訳は普
通車（同＋22．2％）、小型車（同＋2．8％）、
軽乗用車（同＋9．7％）となった。

12月の生乳生産量は、346，685トン（前年
比▲0．8％）と16か月連続で前年を下回っ
た。内訳は、牛乳等向け（同▲3．5％）、乳製
品向け（同▲0．5％）、その他（同▲2．0％）、
道外への移出（同＋0．6％）となった。
4～12月累計では、3，124，326トン（前年

比▲3．3％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート 2024年3月号
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～３か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～６か月連続で増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか2社）

12月の住宅着工戸数は1，968戸（前年比
▲1．0％）と2か月連続で前年を下回った。
利用関係別では、持家（同▲10．2％）、貸家
（同＋27．7％）、給与（同▲76．3％）、分譲
（同▲37．2％）となった。
4～12月累計では、23，988戸（前年比

▲3．4％）と前年を下回った。利用関係別で
は、持家（同▲15．0％）、貸家（同＋10．6％）、
給与（同＋29．4％）、分譲（同▲23．6％）と
なった。

12月の民間非居住用建築物着工床面積は、
59，345㎡（前年比＋9．9％）と3か月ぶりに
前年を上回った。業種別では、製造業（同
＋50．8％）、非製造業（同＋7．8％）であっ
た。
4～12月累計では、1，154，103㎡（前年比

＋1．6％）と前年を上回った。業種別では、
製造業（同＋154．8％）、非製造業（同
▲12．0％）となった。

1月の公共工事請負金額は79億円（前年比
＋38．4％）と6か月連続で前年を上回った。
発注者別では、道（前年比▲45．5％）、が前
年を下回ったものの、国（同＋37．5％）、独
立行政法人（同＋1170．4％）、市町村（同
＋37．5％）、その他（同＋107．4％）が前年を
上回った。
4～1月累計では、8，787億円（前年比

＋13．0％）と前年を上回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート 2024年3月号
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航空機 ＪＲ 2019年比（右目盛）フェリー
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９．来道者数～２０１９年同月比９９．５％まで回復

来道者数

（資料：㈳北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２０１９年同月比８９．６％まで回復

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が６か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

12月の国内輸送機関利用による来道者数
は、1，067千人（前年比＋8．5％）と26か月連
続で前年を上回った。コロナ禍前の2019年同
月比では▲0．5％となった。輸送機関別では、
航空機（前年比＋7．6％）、JR（同＋15．3％）、
フェリー（同＋15．8％）となった。
4～12月累計は、10，550千人（同＋23．1％）

と前年を上回っているが、2019年同期比では
▲3．7％と下回っている。

12月の道内空港・港湾への外国人入国者数
は、171，804人（前年比＋63．5％）と18か月
連続で前年を上回った。コロナ禍前の2019年
同月比では▲10．4％となった。
4～12月累計は、959，133人（前年比7．2

倍）と前年を上回っているが、2019年同期比
では▲26．0％と下回っている。

12月の貿易額は、輸出が313億円（前年比
▲7．8％）、輸入が1，769億円（同▲7．3％）と
なった。
輸出は、自動車の部分品、鉄鋼くずなどが
増加したものの、鉄鋼、魚介類・同調製品、
再輸出品などが減少した。
輸入は、原油・粗油、飼料などが増加した
ものの、石炭、石油製品、再輸入品などが減
少した。
4～12月累計の輸出は、2，787億円（前年

比▲19．5％）と前年を下回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート 2024年3月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が９か月連続で前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～倒産件数が４か月連続で前年を上回る

企業倒産（負債総額1千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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１４．消費者物価指数～３０か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

12月の有効求人倍率（パートを含む常用）
は、1．04倍（前年比▲0．13ポイント）と前年
を下回った。
新規求人数は、前年比▲7．5％と10か月連

続で前年を下回った。業種別では、医療・福
祉（同▲5．6％）、宿泊業・飲食サービス業
（同▲14．9％）、製造業（同▲11．5％）などが
前年を下回った。

1月の企業倒産件数は、19件（前年比
＋35．7％）と4か月連続で前年を上回った。
業種別では建設業が8件、サービス・他が4
件などとなった。
販売不振を原因とした倒産が10件と過半数
を占めた。新型コロナウイルス関連の倒産件
数は5件であった。
倒産企業の負債総額は、23億円（同

＋45．7％）と7か月連続で前年を上回った。

12月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総
合指数）は、107．7（前月比▲0．2％）となっ
た。前年比は＋2．4％と30か月連続で前年を
上回った。
石油製品の価格は調査基準日（12月10日）
時点で、灯油価格が117．2円／ℓ（前月比
▲0．3％、前年同月比＋0．4％）、ガソリン価
格が171．0円／ℓ（前月比＋2．4％、前年同月
比＋4．9％）であった。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート 2024年3月号
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製造業 非製造業
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＜図表１＞道内企業の年間業況の推移
売上DI 利益DI全産業

-40

-50

-20

-10

0

10

20

30

-30 ▲24

▲35

▲20

0

13

▲13▲18 ▲19

4

23

▲6

9

▲31

▲4▲3

▲16 ▲16
▲10

▲42

▲10

17

8
1

4

▲7

1

▲13

▲11
▲4

▲7

▲36

▲1 ▲1

▲4

2008年9月
リーマン・ショック

2013年4月
「量的・質的金融緩和」

導入

2014年4月
消費税率引き上げ

2019年10月
消費税率引き上げ

2011年3月
東日本大震災

2018年9月
北海道胆振
東部地震

2020年1月
新型コロナウイルス

感染症拡大

2022年2月
ロシアによる
ウクライナ侵攻

１．２０２４年 業況見通し

2023年業況実績（下記3）に比べ、売
上DI（1）は7ポイント低下、利益DI
（▲7）は8ポイント低下しマイナス圏
となる見通し。製造業・非製造業ともに
業況の減速を見込むが、業種によってば
らつきがみられた。食料品製造業や運輸
業、ホテル・旅館業は業況持ち直しを見
込み、鉄鋼・金属製品・機械製造業や建
設業、小売業などには慎重な見方が広が
っている。今後重視する項目は、引き続
き「人材の育成・強化（77％）」が最も
多く3年連続で上昇している。

２．先行きの懸念材料（複数回答）

「原油価格の動向」（71％）は5ポイン
ト低下したが、前年に続き最多項目にな
った。次いで「電気料金の動向（58％）」、
「物価の動向（57％）」の順となった。

３．２０２３年 業況実績

2022年実績に比べ、売上DI（8）は
9ポイント、利益DI（1）は3ポイン
トそれぞれ低下したものの、プラス圏を
維持した。

項 目 20082009201020112012201320142015201620172018201920202021202220232024見通し
売上DI ▲24 ▲36 ▲20 ▲7 4 23 ▲11 ▲13 ▲4 9 ▲6 ▲3 ▲42 ▲4 17 8 1
利益DI ▲35 ▲18 ▲19 ▲13 0 13 ▲16 ▲4 ▲1 ▲1 ▲16 ▲10 ▲31 ▲10 4 1 ▲7

特別調査
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２０２４年 道内企業の年間業況見通し
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＜図表2＞2024年見通し・業種別の要点

要 点（2024年見通し）
2020年2021年2022年 2023年 2024年

実績 実績 実績 実績 年初
見通し 見通し

全 産 業 売上DIはプラス圏を維持、利益DI
は年初ではマイナス見通しが続く。

売上ＤＩ △42 △4 17 8 3 1
利益ＤＩ △31 △10 4 1 △8 △7

製 造 業 売上DIは4年連続プラス見通し。利
益DIは2年連続マイナスを見通す。

売上ＤＩ △49 6 20 6 △4 2
利益ＤＩ △40 △4 4 △5 △13 △12

食 料 品 水産、食品製造は改善。製菓、畜
産は堅調推移。

売上ＤＩ △70 21 49 24 8 24
利益ＤＩ △38 5 27 △3 3 3

木 材 ・ 木 製 品 製材業DIはマイナスが続く、木製品製
造業DIは0（ゼロ）と拮抗している。

売上ＤＩ △61 10 23 △32 △41 △14
利益ＤＩ △67 0 18 △19 △50 △14

鉄鋼・金属製品・
機械

建築関連に弱さがみられ、売上
DI・利益DIとも大きく後退する。

売上ＤＩ △26 △15 0 9 0 △9
利益ＤＩ △33 △12 △18 △6 △6 △24

非 製 造 業 売上DIは3年連続プラス見通し。
利益DIは再びマイナス圏に低下。

売上ＤＩ △40 △7 16 9 5 1
利益ＤＩ △27 △12 4 3 △5 △5

建 設 業 公共工事は売上DI・利益DIともにマイナスが
続く。民間工事の売上DIがマイナスへ低下。

売上ＤＩ 4 △19 △30 0 △15 △18
利益ＤＩ △3 △20 △42 △16 △28 △19

卸 売 業 機械器具卸売業は売上DI・利益DIともに上昇。食品
卸売業、資材卸売業は売上DI・利益DIともに低下。

売上ＤＩ △58 2 48 6 △6 2
利益ＤＩ △32 0 40 △8 △21 △4

小 売 業 食品小売業のDIはプラス圏維持。自動車小売業はDI
マイナスに低下、燃料小売業はDIマイナスが続く。

売上ＤＩ △55 △2 11 11 9 △8
利益ＤＩ △21 △26 △11 14 △11 △12

運 輸 業 貨物運輸業は売上DIがプラスに転換。旅客運輸業
は売上DI・利益DIともにプラスを維持する見通し。

売上ＤＩ △63 0 39 4 32 35
利益ＤＩ △38 0 14 26 43 16

ホテル・旅館業 DIは低下したものの、売上DI・利益DIともに減少
見通しは0（ゼロ）であり改善基調は維持する。

売上ＤＩ △100 △31 100 93 67 60
利益ＤＩ △100 △13 100 87 67 53
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食料品製造業

建設業

売上DI 利益DI卸売業

小売業木材・木製品製造業

鉄鋼・金属製品・機械製造業

ホテル・旅館業

運輸業

＜図表 3＞道内企業の年間業況の推移（業種別）
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＜図表 5＞利　益
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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＜図表11＞道内景気判断

＜図表10＞設備投資
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＜図表12＞売上・販売面で重視する項目（上位5項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

⑴人材の育成・強化（77％） ＋4 製造業（65％）、非製造業（82％）ともに重視する項目の1位となった。業種別
でも全ての業種で上位となり、人手不足感の強まりを裏付ける結果となった。

⑵顧客ニーズの的確な把握
（51％） △4 運輸業（39％）は前年から25％ポイント低下、鉄鋼・金属製品・機械製造業

（59％）は24％ポイント上昇するなど、業種によりばらつきがみられた。

⑶価格体系の見直し（39％） △7 製造業（41％）、非製造業（37％）ともに前年に比べ低下した。業種
別では幅広い業種で低下がみられた。

⑷ITの活用、DXの推進※
（35％） ＋14 唯一前年から2桁増加した項目で、製造業（26％）は＋12％ポイン

ト、非製造業（39％）は＋15％ポイント前年から伸長。
⑸同業他社の商品、サービス
との差別化（26％） △2 全産業では前年から大きな変動はなかったが、業種別ではホテル・旅

館業（40％）が＋27％ポイントと大きく上昇した。

項 目 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

⑴人材の育成・強化
① ① ② ① ① ③ ① ① ① ① ① ① ①
77 65 64 73 71 50 82 90 69 81 69 87 90
（73）（67）（62）（62）（82）（53）（75）（93）（65）（64）（64）（47）（81）

⑵顧客ニーズの的確な把握
② ② ③ ② ② ① ② ③ ② ② ③ ② ②
51 58 61 50 59 60 48 38 54 65 39 53 51
（55）（55）（65）（67）（35）（60）（56）（49）（58）（64）（64）（67）（47）

⑶価格体系の見直し
③ ③ ③ ② ③ ② ③ ②
39 41 58 27 27 55 37 21 39 35 62 47 51
（46）（53）（60）（38）（50）（67）（43）（31）（52）（44）（68）（60）（30）

⑷ITの活用、DXの推進※
④ ③ ③ ②
35 26 30 23 27 20 39 47 37 38 19 33 44
（21）（14）（14）（19）（3）（33）（24）（23）（17）（28）（18）（33）（30）

⑸同業他社の商品、サービ
スとの差別化

⑤ ③
26 29 39 23 24 30 24 15 35 41 15 40 15
（28）（30）（32）（29）（24）（40）（27）（17）（38）（39）（25）（13）（28）

⑹営業方法の見直し
③

25 21 12 27 24 25 26 20 33 30 15 47 27
（26）（21）（19）（29）（21）（13）（28）（28）（29）（33）（14）（40）（28）

⑺新商品（サービス）の開
発

① ③
23 40 70 32 24 30 16 5 27 22 12 20 17
（26）（38）（54）（33）（24）（40）（20）（8）（25）（33）（14）（33）（23）

⑻他社との業務提携 14 13 12 18 9 15 15 15 19 8 19 7 15
（13）（11）（5）（24）（12）（7）（14）（19）（15）（8）（14）（－）（12）

⑼新たな事業への参入 12 16 15 18 12 20 10 7 15 14 4 7 12
（14）（17）（11）（19）（21）（20）（13）（11）（13）（17）（11）（7）（16）

⑽その他 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0
（1）（1）（－）（－）（－）（7）（1）（－）（－）（3）（4）（7）（－）

※前年は「IT（ホームページ等）の活用」として調査

＜図表13＞売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（n＝361） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
※前年は「IT（ホームページ等）の活用」として調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：２０２４年道内企業の年間業況見通し
回答期間：２０２３年１１月中旬～１２月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

＜図表14＞先行きの懸念材料（上位5項目）の要点（複数回答）

項 目 前年比 要 点

⑴原油価格の動向（71％） △5 製造業（70％）、非製造業（71％）ともに前回調査に続き1位となった。業種
別では、運輸業（89％）、ホテル・旅館業（86％）が特に高い割合となった。

⑵電気料金の動向（58％） ＋0 製造業（70％）は6ポイント低下したが、食品製造業（81％）は高い水準が続いている。非
製造業（53％）は3ポイント上昇、特にホテル・旅館業（93％）は最も高い割合となった。

⑶物価の動向（57％） △2 製造業（56％）、非製造業（58％）ともに前年横ばい圏となったが、鉄鋼・金属製
品・機械製造業（49％）や運輸業（48％）で10％ポイント超の低下がみられた。

⑷雇用の動向（44％） ＋5 ほぼ全ての業種で前年から上昇した。特に、ホテル・旅館業（71％）
では＋31％ポイントと大幅に上昇した。

⑸公共投資の動向（44％） ＋5 建設業（76％）は5％ポイント低下したが、木材・木製品製造業（50％）
や卸売業（42％）では10％ポイント超の上昇がみられ、上位項目となった。

⑹個人消費の動向（44％） △5 製造業（47％）、非製造業（43％）とも前年に比べ低下した。業種別で
は、運輸業（44％）で最も減少幅が大きく、22％ポイント低下した。

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７１ １００．０％
札幌市 １３３ ３５．８ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７９ ２１．３
道 南 ３９ １０．５ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５７ １５．４ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６３ １７．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９２ ３７１ ５３．６％
製 造 業 １９７ １１０ ５５．８
食 料 品 ６８ ３３ ４８．５
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３４ ５６．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４９５ ２６１ ５２．７
建 設 業 １３９ ８３ ５９．７
卸 売 業 ９８ ５４ ５５．１
小 売 業 ９４ ４０ ４２．６
運 輸 業 ５０ ２７ ５４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １５ ４５．５
その他の非製造業 ８１ ４２ ５１．９

業種別回答状況

特別調査
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＜図表15＞先行きの懸念材料（複数回答）
（n＝365） （単位：％）

項 目 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

⑴原油価格の動向
① ① ② ② ① ② ① ① ① ② ① ②
71 70 75 64 64 81 71 78 68 63 89 86 51
（76）（76）（76）（82）（72）（79）（76）（82）（72）（72）（86）（80）（64）

⑵電気料金の動向
② ① ① ② ③ ① ③ ① ②
58 70 81 64 52 91 53 51 53 43 41 93 63
（58）（76）（82）（73）（78）（64）（50）（46）（54）（56）（28）（80）（55）

⑶物価の動向
③ ③ ③ ② ③ ② ③ ② ③ ③
57 56 69 50 49 52 58 59 62 50 48 71 61
（59）（58）（68）（50）（61）（36）（59）（61）（68）（53）（59）（53）（52）

⑷雇用の動向
④ ③ ①
44 34 50 23 30 29 49 52 28 48 41 71 66
（39）（34）（47）（23）（28）（29）（41）（49）（16）（47）（38）（40）（50）

⑸公共投資の動向
④ ② ③ ②
44 37 0 50 55 52 47 76 42 15 26 7 56
（39）（30）（－）（36）（50）（50）（42）（81）（28）（17）（21）（7）（39）

⑹個人消費の動向
④ ③ ③ ③ ① ③ ③
44 47 72 46 21 52 43 21 55 78 44 71 29
（49）（48）（76）（50）（19）（43）（50）（22）（60）（83）（66）（67）（43）

⑺為替の動向 34 47 50 55 46 38 29 18 45 38 26 36 20
（42）（50）（58）（68）（39）（29）（39）（34）（58）（53）（31）（40）（21）

⑻金利の動向 33 32 44 41 24 19 33 33 36 40 37 21 24
（26）（26）（32）（18）（19）（36）（26）（30）（34）（39）（17）（－）（16）

⑼ウクライナ紛争の影響 32 33 44 23 33 29 32 34 26 35 30 29 34
（50）（53）（55）（55）（50）（50）（49）（47）（60）（47）（55）（27）（48）

⑽民間設備投資の動向
③

30 26 6 18 52 24 32 50 32 13 22 7 32
（29）（26）（5）（18）（50）（36）（30）（52）（34）（17）（14）（7）（14）

⑾住宅着工の動向
①

23 24 0 68 21 19 23 27 28 23 22 0 17
（21）（21）（3）（64）（14）（21）（21）（29）（30）（22）（14）（－）（9）

⑿税制改正の動向 22 21 19 9 33 19 22 27 19 23 11 14 27
（22）（19）（16）（14）（25）（21）（24）（25）（22）（31）（17）（27）（21）

⒀金融機関の融資姿勢 21 19 19 27 12 19 23 18 21 28 30 14 27
（20）（21）（21）（27）（14）（29）（20）（22）（24）（14）（17）（13）（21）

⒁政局の動向 21 16 0 9 30 24 23 24 13 25 19 14 34
（20）（19）（16）（14）（28）（14）（20）（31）（14）（25）（7）（7）（16）

⒂社会保障負担の増加 20 19 28 18 15 14 21 22 9 25 15 14 34
（19）（16）（18）（9）（17）（14）（20）（21）（8）（31）（28）（7）（23）

⒃中国経済の動向 20 24 31 27 24 10 18 10 30 23 11 36 15
（20）（25）（24）（23）（31）（14）（18）（9）（28）（22）（14）（27）（16）

⒄台風などの災害の影響 19 16 22 14 15 10 20 21 17 25 15 29 20
（18）（18）（18）（14）（22）（14）（18）（16）（14）（14）（24）（13）（25）

⒅新型コロナウイルスの影
響 17 15 25 9 9 14 18 10 13 13 30 64 20

（63）（62）（68）（50）（58）（71）（64）（44）（72）（69）（72）（87）（73）

⒆欧米経済の動向 12 15 16 18 15 10 11 4 26 8 11 14 10
（12）（19）（26）（23）（17）（－）（9）（5）（16）（8）（10）（7）（7）

⒇国と地方の財政改革の動
向 12 10 3 9 18 10 12 16 4 8 15 7 20

（9）（8）（5）（14）（11）（－）（10）（17）（－）（6）（3）（13）（14）
21中国政権の政策運営の動
向※ 11 14 13 14 21 5 10 6 13 15 0 7 15

（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

22規制緩和の動向 9 9 9 18 6 5 9 10 4 10 15 7 10
（6）（6）（3）（9）（6）（7）（7）（9）（4）（8）（14）（7）（－）

23米中貿易摩擦の影響 8 7 3 9 12 5 9 5 13 5 7 7 15
（9）（14）（16）（23）（11）（－）（7）（5）（12）（8）（7）（－）（5）

24その他 3 3 3 0 0 10 2 4 2 5 0 0 0
（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年未調査
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今回の調査では、インバウンド需要回復への期待や札幌圏、道央圏での設備投資による道

内経済への波及に期待する声が聞かれる一方で、昨年来続くエネルギー価格の高騰や物価上

昇による業況悪化を危惧する声が聞かれます。また、従来からの人手不足に加え２０２４年問題

が追い打ちとなり、企業の不安感が高まっています。

以下で、企業から寄せられたの生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

＜食料品製造業＞ 現状の物価上昇は個人消
費の冷え込みに繋がりかねず、当社売上の減
少に直結するため危惧している。円安を背景
にしたインバウンド需要の増加に着目し、個
人消費の減少をカバーすべく対策を考えてい
きたい。（道南）

＜製菓業＞ 経済の状況は早期に好転するこ
とはないという前提で方針を定めている。注
力すべきは人材の確保で、取り組みを進めて
いるものの、満足のいく成果は得られていな
い。人手不足は生産・販売力の低下に繋がる
ので、採用活動を強化し人材確保を進めてい
く。（道北）

＜製粉業＞ 懸念材料は人手不足感が高まっ
ていることであり、新規・中途採用とも応募
数が減少している。また、インバウンドの増
加が今後も続くかが不透明であることや、穀
物相場の変動、戦争の動向、金利の変化な
ど、楽観的な見通しは立てにくい状況であ
る。さらにオリンピック誘致の中止も不透明
感に拍車をかけている。（札幌）

＜食料品製造業＞ 物価高騰や経費の増加に
対応する賃金上昇について、大手企業と中小
零細企業の間に差が生じていると感じてい
る。中小零細企業や下請企業が価格転嫁をし

ても、大手企業がさらに販売価格を釣り上げ
るため、大手から仕入れる中小零細は価格転
嫁の効果が減殺され、賃上げ原資の確保が難
しい。（道央）

＜家具製造業＞ コロナが5類に移行して人
流が変化し、消費は「モノ」から「コト」へ
の移行がみられ、結果として家具業界では受
注量が減少している。2024年も業界の見通し
は明るくないとみている。原材料の価格高騰
により製造コストが上昇しており、最低賃金
の引き上げや電力コストの増加も原価上昇に
拍車をかけている。（道北）

＜製材業＞ 注目しているのは脱炭素に向け
た取組みである。脱炭素化の手法として挙げ
られる植林等の施業は、その投資が木の成長
により利益となって戻ってくるが、炭素を地
中に閉じ込める方法は、継続的な研究費用が
必要で高コストになる可能性がある。北海道
には広大な山地に無立木地があり、大型機械
を使った低コストの森林施業ができるため、
注目している。（道北）

＜機械器具製造業＞ 受注に関しては、今後
も好調に推移するものとみている。製品別で
は、2024年の11月までは工程が埋まっている

経営のポイント

人手不足のなか迫る２０２４年問題
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

が、受注時から資材の高騰が進んでおり、そ
の高騰分を売価に転嫁できるかがカギとな
る。また、製造部門のスタッフ不足（特に技
術者）が課題となっている。（道央）

＜金属製品製造業＞ 重視する項目として
は、インバウンド需要伸張を背景とした空港
や百貨店等への投資や、新たな商業施設やホ
テルの建設、札幌駅前再開発といった設備投
資需要が挙げられる。一方、地方圏の衰退が
心配である。道内JR網の廃線の動きが止ま
らないうえバス網の維持も厳しいと思われ
る。過疎化が進行するなかでも最低限必要な
交通インフラの整備は、公費で負担すべきと
考える。（札幌）

＜金属製品製造業＞ 当社は住宅設備メー
カーであり、住宅着工戸数の増減が売上に影
響するため動向を重視している。近年住宅着
工数の伸び悩みが目立ち、その結果、価格転
嫁を行っても前年比で売上が低下する状況に
直面している。（道央）

＜コンクリート製品製造業＞ ラピダスの投
資により道央圏、特に札幌から千歳近郊では
仕事が増え、人口の増加も期待できるだろう
が、それ以外の地域では過疎化が加速し、特
に若年層の労働者不足が深刻化すると考えら
れる。企業だけの問題ではなく、地域の存続
自体が問題になる恐れがある。このままでは
北海道がまだら模様になってしまうため、一
極集中ではなく、北海道全体で良い循環を作
る必要がある。（道北）

＜印刷業＞ 景気の本格的な上昇と消費マイ

ンドの回復を期待したい。コロナ後の消費者
行動は堅実になってきているように感じる。
価格上昇がより多くの品目に拡がると、賃金
と物価のバランスがネックとなり、今以上の
経済活発化はないと危惧している。（札幌）

＜コンクリート製品製造業＞ 人手不足は継
続的な課題である。そのために雇用の維持・
確保の対策のほか、DX化を推進する必要が
あると考えている。また、設備の老朽化や
カーボンニュートラルへの対応など、社会的
な問題に取り組むための設備投資も不可欠で
ある。（札幌）

＜建設業＞ 人手不足の深刻化と時間外労働
の規制を受け、受注調整が必要になってくる
と捉えている。IT化やDXの推進だけでは、
これらの問題の解決には至らないため、別の
対策を考える必要がある。（道央）

＜建設業＞ 外注工事が多くあるなか、専門
工事業者を確実に確保できるかが心配であ
る。今後は入札前に業者の意向を確認し、確
保可能な工事にしか参加できなくなることが
予想される。（道南）

＜土木工事業＞ ようやく民間設備投資意欲
が高まり、大型案件の受注に結び付いてい
る。しかし2024年から始まる労働規制に対応
するため、DX・ITを利用した生産性の向上
に多額の費用が発生していることから、今は
我慢の時期と捉えている。人手不足について
は、特に技術者の不足が続いている。技術者
の採用予定もあるが、今後の退職者を考慮す
ると不足感がある。（道東）

経営のポイント
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６．卸売業

７．小売業

＜住宅建築業＞ 住宅ローンの金利上昇は、
住宅市場における大きな逆風となるため、引
き続き厳しい状況が続くと予想される。（道
北）

＜土木工事業＞ 千歳市の半導体工場や苫小
牧市のデータセンターの誘致などにより、一
定の需要は確保されているが、道外からの資
材調達が多いと考えられる。そのため道内企
業が得る経済効果は限定的であるが、企業誘
致に伴う労務費の上昇がみられ、道内企業の
コストアップと人材不足が懸念される。住宅
建設業界は、当面厳しい状況が続くとみてい
る。（道央）

＜板金工事業＞ 2024年の残業上限規制は、
建設業における人手不足をさらに悪化させる
要因となる。期限内の工事完了が大きな課題
である。（道南）

＜石油製品卸売業＞ 行き過ぎた物価上昇と
円安は、所得の低い道内では個人消費の減退
を招く恐れがあるため、各種経済指標に注目
している。ラピダス進出や札幌中心部の再開
発は経済効果をもたらすが、地価や人件費、
資材価格の高騰に繋がるためこれら価格の動
向も注視している。そのほか倒産・廃業の予
兆管理やM&A動向にも注意している。（札
幌）

＜包装用品卸売業＞ 倒産件数が増加してい
ることが気になっている。高齢化や後継者不
在を理由に廃業を考えている取引先が増えて
いると感じ、全般的に経済規模が縮小傾向に
あるのではと懸念している。（札幌）

＜農産物卸売業＞ 賃上げや運送業界の2024
年問題によりスーパーもコストが上昇してい
る。このしわ寄せが弱い立場の卸売業者に向
かいかねないと危惧している。（札幌）

＜作業用品店＞ 新幹線札幌延伸や札幌中心
部の再開発、ラピダスなどの大規模設備投資
が続いており、これらは道内経済にポジティ
ブな影響をもたらすと予想される。これらの
成果実現のためには政府の政策に頼らず、民
間企業の自助努力が重要になる。（札幌）

＜食品スーパー＞ ラピダスやエスコン
フィールドの投資効果で道内景気は上向く
が、人手不足により経営継続が困難なケース
も発生する可能性がある。人口減少と人手不
足のなかで経済規模が拡大するのは北海道に
とって歴史上初めてのことかもしれない。一
見、道内経済には好材料が揃っているように
見えるが、社会インフラの老朽化や災害への
耐性低下など、根本的な問題は依然として
残っている。（札幌）

＜酒小売業＞ 経済団体や大企業では新年交
礼会のような大規模会合が復活しつつあり、
本格的な経済回復が印象付けられることを期
待している。一方で、業務用酒類の需要は形
態が変化しており、コロナ禍前にあったよう
な2次会・3次会需要は回復しないと考えて
いる。そのため、建物の空き室情報をビル
オーナーと共有し、入居業者を結びつける活
動が必要となってくる。従来の枠を超えた発
想を大事にしたい。（札幌）

経営のポイント
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８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

＜運輸業＞ ドライバーの時間外労働上限規
制（2024年問題）や、改善基準告示の改正等
により人件費の上昇が予想され、さらに燃料
費や電気料金の上昇、社会保障負担増大が経
営を圧迫するものと思われる。また、人材不
足は公共事業の停滞を招く恐れがある。（道
央）

＜運輸業＞ 働き方改革の完全実施により労
働時間が短縮されると、売上と労働者の生活
を維持するためには、大幅な運賃の値上げが
必要となる。行政には規制強化ばかりではな
く荷主企業への指導を行い、適正な運賃を収
受できる環境作りに注力してほしい。（道東）

＜運輸業＞ 道央圏を中心とした雇用拡大に
よる人手不足、酪農業の将来展望、JR北海
道およびJR貨物の動向（並行在来線の維持
など）、2024年問題への対応が来年（2024
年）の重視項目であり、懸念材料と捉えてい
ます。（道東）

＜都市ホテル＞ 来年（2024年）の業況は、
今年度より上向くと予想している。課題は人
手（主に近隣地域のパート）の確保と育成で
あり、外注と内製化のすみわけを進める。（札
幌）

＜観光ホテル＞ 2024年は、日本経済が上向
いて観光需要が増加するかどうかに注目して
いる。そのためには交通業界（バス、タク
シー、航空等）の人手不足対策が進み、観光
の足が確保できること、海外からの直行便が
地元空港に発着して海外旅行客が増えること

が重要なポイントである。旅行業界として
は、コスト増に対して価格転嫁ができるだけ
の需要回復が見込めるか、賃上げを行い若手
社員の定着を図れるかも注視したい。（道南）

＜観光ホテル＞ 中国の需要回復の見通しが
不透明であるため、欧米需要がどこまで高ま
るか注視している。（道東）

＜廃棄物処理業＞ 電気・燃料等のエネル
ギー価格を含め、物価の上昇傾向は変わらな
いと思われる。原価の見直しを適時行い、適
正な価格転嫁を実施し、時代の流れに取り残
されないよう努めたい。（道央）

＜建設コンサルタント＞ 国、道、市の予算
動向および民間の投資に注視し、公共・民間
両面でのシェア拡大を図るべく技術力・営業
力を強化する方針である。業界内での技術者
不足が顕在化している背景から、雇用動向も
注視している。企業活動を安定させ持続的に
業容を拡大するために、人的資本の確保が喫
緊の課題である。（札幌）

経営のポイント
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（１㌦＝円）

1月 2月 3月 4月 5月

2022年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

2023年

6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

１．円安が経営に及ぼす影響
＜図表１＞

経営にとって「円安は不利」（59％）と
回答した企業は、前年調査から8％ポイ
ント低下した。業種別にみると、ホテル
・旅館業は特徴的な動きとなり、有利・
不利の形勢が逆転した。
２．円安がもたらしたプラスの影
響 ＜図表２＞

「円安は有利」と回答した企業のう
ち、最も多く回答された項目は、前回調
査同様「訪日外国人客への販売が増加」
（40％）であった。
３．円安がもたらしたマイナスの
影響 ＜図表３＞

「円安は不利」と回答した企業のう
ち、最も多く回答された項目は、前回調

査同様「仕入価格、原材料・部品価格の
上昇」（36％）であった。次いで「燃料価
格の上昇」（31％）となった。
４．今後さらに円安が進行した場
合の対策 ＜図表４＞

「製品・商品・サービスの販売価格を
値上げする」（58％）、「仕入先や調達先の
見直しを行う」（27％）が上位となり、前
年調査から大きな変動はみられなかっ
た。
５．望ましいドル円相場

＜図表５－１、図表５－２＞

望ましいドル円相場の全産業平均は、
前年調査から7円安の122．4円となっ
た。最も回答が多かったレンジは、「120
～130円未満」（36％）、次いで「130～140
円未満」（26％）となった。

項 目 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

⑴円安は有利
＋0 ＋1 ＋1 ＋14 ▲3 ▲7 ＋0 ＋0 ▲0 ▲3 ▲4 ＋21 ＋0
5 8 6 27 3 0 4 0 2 5 4 36 3
（5）（7）（6）（14）（6）（7）（4）（0）（2）（9）（7）（14）（2）

⑵どちらでもない
＋8 ▲1 ＋8 ▲5 ▲9 ＋8 ＋11 ＋12 ＋13 ＋18 ▲11 ＋14 ＋15
36 22 27 5 32 14 42 43 35 41 12 43 68
（28）（23）（19）（9）（42）（7）（30）（31）（22）（23）（22）（29）（52）

⑶円安は不利
▲8 ＋0 ▲8 ▲9 ＋12 ▲1 ▲12 ▲12 ▲13 ▲15 ＋14 ▲36 ▲15
59 70 67 68 65 86 54 57 63 54 85 21 30
（67）（70）（75）（77）（53）（87）（66）（69）（76）（69）（70）（57）（45）

臨時調査

円安環境下、企業の適応力向上がみられる
円安が道内企業の経営に及ぼす影響について

＜ 要 約 ＞

＜参考＞為替相場の推移

資料：日本銀行、中心相場／月中平均

＜図表1＞円安が経営に及ぼす影響
（n＝361） （単位：％、％pt）

（ ）内は前年調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握
調査方法：調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収
調査内容：円安が道内企業の経営に及ぼす影響について
回答期間：２０２３年１１月中旬～１２月中旬
本文中の略称
ｎ（number)
有効回答数

項 目 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

⑴訪日外国人客への販売が
増加

① ① ① ① ① ①
40 0 0 0 0 0 73 0 0 100 100 80 100
（38）（11）（－）（－）（－）（100）（58）（－）（－）（67）（100）（67）（50）

⑵輸出量が増加
② ① ① ②
10 22 100 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（5）（－）（－）（－）（－）（－）（8）（－）（50）（－）（－）（－）（－）

⑶為替差益が発生
② ① ② ①
10 22 0 14 100 0 0 0 0 0 0 0 0
（10）（22）（50）（－）（33）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

⑷自社の生産量が増加
② ① ①
10 22 0 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（14）（22）（－）（33）（33）（－）（8）（－）（50）（－）（－）（－）（－）

⑸取引先からの受注量が増
加

② ②
5 0 0 0 0 0 9 0 0 0 0 20 0
（10）（22）（50）（－）（33）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

⑹その他 25 33 0 43 0 0 18 0 100 0 0 0 0
（24）（22）（－）（67）（－）（－）（25）（－）（－）（33）（－）（33）（50）

項 目 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

⑴仕入価格、原材料・部品
価格の上昇

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ① ①
36 37 34 42 40 34 36 38 36 36 30 33 39
（35）（35）（32）（36）（38）（35）（36）（39）（33）（34）（33）（39）（34）

⑵燃料価格の上昇
② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ① ②
31 30 33 21 32 32 32 34 25 27 42 33 32
（31）（30）（29）（29）（36）（27）（31）（30）（28）（30）（38）（39）（34）

⑶コスト上昇分を価格に転
嫁できない

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
15 16 15 15 13 20 14 16 10 13 20 11 16
（15）（16）（19）（14）（14）（16）（14）（17）（10）（13）（15）（9）（18）

⑷物価上昇に伴う消費マイ
ンドの落込み

③ ② ③ ③ ③ ③
15 14 16 21 11 10 15 10 22 21 4 22 13
（16）（15）（18）（19）（8）（16）（16）（11）（25）（22）（13）（13）（12）

⑸販売先からの値下げ要請 2 2 2 0 2 2 3 1 7 4 2 0 0
（3）（3）（2）（－）（4）（5）（3）（4）（4）（－）（2）（－）（2）

⑹その他 1 1 0 0 2 2 1 1 0 0 2 0 0
（0）（0）（－）（2）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

＜図表2＞円安がもたらしたプラスの影響（複数回答）
（n＝20） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
＜図表3＞円安がもたらしたマイナスの影響（複数回答）
（n＝548） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３７０ １００．０％
札幌市 １３３ ３６．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７９ ２１．５
道 南 ３９ ９．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５６ １４．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

道 東 ６３ １７．２ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６９２ ３７１ ５３．６％
製 造 業 １９７ １１０ ５５．８
食 料 品 ６８ ３３ ４８．５
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２２ ７１．０
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３４ ５６．７
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４９５ ２６１ ５２．７
建 設 業 １３９ ８３ ５９．７
卸 売 業 ９８ ５４ ５５．１
小 売 業 ９４ ４０ ４２．６
運 輸 業 ５０ ２７ ５４．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３３ １５ ４５．５
その他の非製造業 ８１ ４２ ５１．９

業種別回答状況

臨時調査

― ２０ ―ほくよう調査レポート 2024年3月号

ｏ．329（カラー）　ＯＴＦ　175線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／019～021　臨時調査 2024.02.22 17.13.13 Page 20



1ドル＝100円未満
1%

1ドル＝100円未満
1%

100～110円未満
17%

100～110円未満
17%

110～120円未満
35%

110～120円未満
35%

120～130円未満
31%

120～130円未満
31%

130～140円
未満
14%

130～140円
未満
14%

140円以上
2%

140円以上
2%

平均　
115.9円
平均　
115.9円

1ドル＝100円未満
0%

1ドル＝100円未満
0%

100～110円
未満
11%

100～110円
未満
11%

110～120円未満
16%

110～120円未満
16%

120～130円未満
36%

120～130円未満
36%

130～140円未満
26%

130～140円未満
26%

140円以上
10%

140円以上
10%

平均　
122.4円
平均　
122.4円

110.0

120.0

130.0
（１㌦＝円）

製造業 食料品 木材･
木製品

鉄鋼･
金属製
品･機械

その他の
製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル･
旅館業

その他の
非製造業

123.9123.9

116.3116.3

127.6127.6

124.0 124.0 

120.0 120.0 
119.2119.2

125.8125.8

121.7121.7 120.9120.9
123.4123.4

●今回調査　●前回調査

124.7124.7

114.2114.2

122.5122.5 121.6121.6

115.7115.7 116.1116.1
113.2113.2

115.6115.6115.2115.2113.9113.9 114.6114.6 115.7115.7 116.7116.7116.7116.7

項 目 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品
鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

⑴製品・商品・サービスの
販売価格を値上げする

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
58 61 52 54 67 76 57 53 59 53 67 62 60
（59）（60）（56）（52）（69）（65）（58）（63）（53）（53）（73）（68）（48）

⑵仕入先や調達先の見直し
を行う

② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②
27 24 25 29 23 20 28 32 24 27 25 38 28
（26）（23）（23）（14）（29）（20）（28）（29）（28）（31）（15）（26）（30）

⑶取扱品の削減や業容の縮
小を行う

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
6 6 11 4 5 0 7 8 9 6 8 0 3
（6）（7）（11）（10）（－）（5）（6）（4）（9）（6）（－）（5）（7）

⑷輸出を拡大する
③

3 5 9 7 3 0 2 0 5 4 0 0 0
（3）（4）（5）（7）（2）（－）（2）（－）（5）（2）（－）（－）（2）

⑸為替予約により、為替変
動リスク低減を図る

③
2 2 2 7 0 0 1 0 3 4 0 0 0
（2）（3）（4）（10）（－）（－）（1）（－）（1）（2）（4）（－）（2）

⑹海外拠点の新設や拡大を
行う

③
1 1 0 0 3 0 1 1 0 0 0 0 3
（0）（1）（－）（3）（－）（－）（0）（－）（1）（－）（－）（－）（－）

⑺輸入を縮小する 0 0 0 0 0 0 1 0 0 4 0 0 0
（1）（1）（2）（－）（－）（－）（1）（－）（1）（4）（－）（－）（－）

⑻海外拠点の縮小や撤退を
行う 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0

（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）（－）

⑼その他 2 1 0 0 0 4 3 7 0 0 0 0 8
（3）（2）（－）（3）（－）（10）（4）（3）（－）（2）（8）（－）（11）

＜図表4＞今後さらに円安が進行した場合の対策（複数回答）
（n＝419） （単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査

＜図表5－1＞望ましいドル円相場（全産業）
前回調査 今回調査

（n＝264） （n＝257）

＜図表5－2＞望ましいドル円相場の平均値（業種別）
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２年連続で実施した「円安が道内企業の経営に及ぼす影響について」の調査では、円安は

コスト増の要因と捉える企業が多い一方で、インバウンドの増加や輸出機会の拡大などの好

機と認識し始めている企業も増えています。また、さらなる円安に対しては値上げによりコ

スト転嫁する姿勢が見受けられます。

以下に、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

５．建設業

＜食料品製造業＞ 円安により輸入大豆の価
格が高騰し、国産大豆の価格と遜色ない状況
になっている。この国産回帰・輸入離れの傾
向は、食料自給率向上の一助となるが、いま
だ水田転作奨励金を考慮しないと大豆生産
者、加工メーカーともに採算は維持できな
い。商品販売価格への転嫁は不十分であり、
多くの課題が残っている。（道央）

＜水産加工業＞ フィッシュミールやフィッ
シュオイルは親会社経由で輸出を行ってお
り、円安の恩恵を受ける一方、魚卵原料など
海外からの買い付けも発生するため、円安に
よる有利不利は一概に断言できない。（道東）

＜家具製造業＞ 輸出・輸入とも行っている
企業にとって、激しい為替の変動は経営に大
きな影響を及ぼすため、ある程度制御される
ことが望ましい。（道北）

＜金属製品製造業＞ 円安進行に伴い、当社
では原材料の仕入価格の高騰が問題となって
いる。現在はコスト上昇分を販売価格に転嫁
できているため、利益の大幅な減少はない。
しかし長期的にはコストが一方的に上昇し続
ける状況は、当社の経営状況の悪化につなが
りかねないと考える。（道央）

＜鉄鋼製造業＞ 鉄鋼業界では、鉄鉱石や

コークスなどの材料がすべて輸入品である
が、製造された鉄鋼製品の大部分は国内で消
費される。これは、製品の重量が重く長距離
輸送に不向きであるため、輸出が困難である
ことに起因する。さらに、材料費の高騰によ
り、日本全国で建築投資の見直しが進んでい
る。このような状況を踏まえると、鉄骨造の
建築に対して補助金を付けるなどの対策が
あっても良いと感じている。（道東）

＜印刷業＞ 円安の影響により原材料費が高
騰している。特に用紙については、2022年に
続き2023年に入ってからも仕入先から値上げ
要請がある。さらに、配送用の段ボールやト
ナーなど、様々な物品の価格も高騰してい
る。印刷費の値上げを実施したが、それでも
経営は厳しい状況にある。今後円安が進行す
れば、さらに物価高が加速する恐れがあり、
大きな懸念を抱いている。（札幌）

＜コンクリート製品製造業＞ 円安につい
て、直接的な影響は受けていないが、仕入価
格、原材料価格、燃料価格の上昇により製造
原価が増加し、利益が圧縮される要因となっ
ている。販売価格には比較的転嫁できている
ものの、すべてをカバーすることはできな
い。（札幌）

＜内装工事業＞ 円安により、外国人人材が
日本企業を選ぶ誘因が減少してきている。具

経営のポイント

円安のメリット・デメリットが綱引き、安定相場を望む
〈企業の生の声〉
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６．卸売業

７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

１０．その他の非製造業

体的には、海外労働に出る際に母国で借りた
スタート資金の返済に悪影響が出ており、家
族に送金する金額も目減りしている。（札幌）

＜土木建設業＞ 円安は資材や燃料価格の上
昇だけでなく、外国人労働者の賃金にも影響
を与えている。母国通貨換算の賃金が低下す
ることで外国人労働者の雇用が減少し、労働
力不足と費用の高騰が生じている。為替には
高低に関わらず、長期的な安定を望む。（道
南）

＜土木工事業＞ 公共工事主体の建設業とし
ては、為替変動による物価の変動は積算価格
に反映されるため、直接的な影響は少ない。
しかし、一般管理費に関しては、円安による
物価の高騰の影響が大きい。（道南）

＜包装用品卸売業＞ 直接輸入している商品
の仕入価格には円安の影響が出ているが、最
近は米国金利の動向などによる円高の傾向も
みられ、為替相場の動きが大きくなってい
る。円高になれば仕入価格の低下が期待でき
る半面、取引先からの値下げ要請も想定さ
れ、タイミングを見極めながら対応していく
ことになる。（札幌）

＜水産物卸売業＞ 円安になれば、輸出への
契機となり、直接輸出に力を入れることが考
えられる。最大の問題は為替変動幅が大きい
ことであり、安定的な推移さえあれば、たと
えドル円相場が150円であってもかまわない
と考えている。（札幌）

＜酒小売業＞ 業務用酒類販売という業種
柄、輸入品の取り扱いが多く、円安は仕入れ
コストの高騰に直接的につながる。高級銘柄
は他商品への代替が困難であるため、仕入れ
コストを販売価格に転嫁せざるを得ない状況
にあるが、販売価格が過度に上昇すると、購

入意欲が減退する危険もある。現状より2割
程度の円高水準が望ましいと考える。（札幌）

＜リサイクルショップ＞ 当社には円安の直
接的な影響はないが、取引先の購買意欲低下
や流通コストの増加として間接的な影響が出
ている。補助金などは現在、製造業を主な対
象としているが、他業種に対しても支援を受
けやすくしてほしい。（道北）

＜運輸業＞ 運輸業は、原油価格の高止まり
と円安による燃料価格上昇により、経営に大
きな影響を受けている。適正な運賃の収受に
は、行政によるトップダウンの解決策が必要
であり、下からの積み上げだけでは問題の解
決は難しい。（道東）

＜観光ホテル＞ 円安は海外客を惹きつけや
すくする利点があるものの、輸入食材等のコ
スト上昇や、外国人労働者の給与の目減りを
招き、日本で働くことの魅力が低下するなど
の問題も生じることから、その影響を一概に
は評価できない。（道央）

＜観光ホテル＞ 円安で外国人旅行客が来や
すくなっているはずだが、海外からの直行便
が戻っていないため、実際には客数が増えて
いない。（道南）

＜飲食店＞ 一部輸入品から国内生産品への
見直しを行い、商品の安全性や美味しさを積
極的にアピールする方針である。（札幌）

＜飲食店＞ 円安のメリットとしては、イン
バウンド客の増加に伴う売上の増加が期待さ
れる。一方、デメリットとしては、光熱費な
どの経常コストの増加が懸念されるほか、輸
入肉の仕入れ価格の上昇が問題となる。（札
幌）

経営のポイント
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1．はじめに
室蘭工業大学は、北海道南西部に位置する室蘭市の東部の緑に囲まれた閑静な高台に位置し、
理工系の単科大学として基礎から応用に至るまでの教育・研究を行っています。また、本学に地
域共同研究開発センターが設置された1988年以来、大学の「知」を活用した地域産業活性化への
貢献を掲げ、地域支援機関等との連携のもと、様々な取組みを展開してまいりました。今年度、
センター機能を抜本的に見直し、新たに「MONOづくりみらい共創機構」が創設されましたの
で、ご紹介いたします。

2．室蘭工業大学の概要と学長ビジョン
所在地である室蘭市は、特定重要港湾に指定されている室蘭港とその臨海部に重化学工業地帯
を抱えた工業港湾都市であるとともに、近年は、工場夜景、鯨・イルカが見られる綺麗な海と風
光明媚な海岸線、全長1，380mの東日本最大のつり橋となる白鳥大橋など観光、レジャー都市と
しても整備が進んでいます。
本学は1949年に設置され、70周年となる2019年4月、工学部を廃止し理工学部を新設しまし

た。学部・大学院を合わせて約3，300名の学生が勉学・サークル活動に励み、約190名の教員が教
育研究に従事しています。「創造的な科学技術で夢をかたちに」を理念として掲げ、総合的な理工
学教育、未来をひらく科学技術者の育成、人間・社会・自然との調和を考えた創造的な科学技術
研究、地域社会さらには国際社会における知の拠点として豊かで持続可能な社会の発展に貢献す
ることを目指しています。
第4期中期目標期間が始まった2022年には、10年後の本学のありたい姿を見据え「教育」「研

究」「共創」の3つの視点から描く「学長ビジョン」を策定し、ビジョン共有のもと教職員一体と
なって教育研究活動を展開しています。

学長ビジョン：エビデンスに基づく柔軟で迅速な改革の推進
●教育：地域に貢献できる理工系人材の育成
・専門×情報人材の輩出
・大学院進学率50パーセントの実現
・優秀な博士課程学生の育成・支援
●研究：確かな『世界水準』の研究力
・強みの研究・確かな研究力の向上
・世界水準の教育・研究コミュニティの形成
・若手研究者の支援

「室蘭工業大学の社会連携活動について」
－MONOづくりみらい共創機構の組織と機能－

室蘭工業大学 MONOづくりみらい共創機構
副機構長 地域共創オフィス長・教授 吉成 哲
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●共創：北海道を世界水準の価値創造空間へ
・北海道のカーボンニュートラルへの貢献
・北海道のMONOづくり・価値づくりへの貢
献
・積極的な情報発信

また、改革の推進として、大学業務運営の
DX化を目指すデジタル・キャンパス推進室の
設置や教職員及び学生一体となった広報体制の
充実を進めたほか、強み・特色を活かした教育
研究機能の拡充としてコンピュータ科学センターの設置、及び社会共創機能の拡充として
MONOづくりみらい共創機構の設置といった新たな組織改革を行っています。

3．MONOづくりビジョン2060
本学は、北海道における理工学系単科大学として、「創造的な科学技術で夢をかたちに」を基
本理念としています。北海道の自然を活かす知識・技術及び情報技術の力を備えた、北海道そし
て世界の産業を担う人材を育成するため行った学部改組を機に、国や北海道が定める計画・戦略
の目標の実現に向け、本学がどのように貢献していくか、その役割を明確にするため、「北海道
MONOづくりビジョン2060－『ものづくり』から『価値づくり』へ－」を策定し、本学の研究
戦略の基礎としています。本ビジョン策定に当たっては、北海道をはじめとする産業界・経済
界・学会などの有識者で構成する賢人会議（議長：元北海道大学総長 丹保憲仁 氏）を設置
し、幅広い観点から議論いただき策定を進めま
した。そのなかで、経済循環も科学技術も大き
な変革の波は、約40年から50年周期であること
から、本ビジョンでは、40年後、すなわち2060
年の北海道の姿を本学の研究者が描き、これを
本学の理念である科学技術でかたちにしたい
「夢」としようと考えました。これは、シンク
タンクなどによる未来予想とは異なる視点を
もった技術屋が考える将来像です。また、2060
年ごろは石油に代表される化石燃料が「限りあ
る資源である」ことが確実に認識され、そのた
めの対策が行われている時代であるとも考えて
います。

図1 学長ビジョン

図2 MONOづくりビジョン2060HP
https : //www.muroran-it.ac.jp/mono_vision/
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北海道を「世界水準の価値創造空間」へ
技術屋が描く2060年の世界の姿のもと、北海道総合開発計画に掲げられた「北海道を世界水準
の価値創造空間とする」という目標を達成するために次の6つの項目を設定しています。
（1）北海道をメトロポリスと基礎生活圏域からなる新しい自律分散型地域構造とする
（2）北海道を付加価値の高い素材の世界への供給基地とする
（3）北海道を高品質・高機能食素材の世界への供給基地とする
（4）北海道内で物質とエネルギーの自立化とID化を目指す
（5）北海道を宇宙にむけた基地とする
（6）北海道を大いなるテストフィールドとする

クリエイティブコラボレーションセンター
ビジョンの実現に向け、専門分野で活躍する研究者と情報分野のスペシャリストが深くコラボ
レーションすることを特徴とする、クリエイティブコラボレーションセンターが設置されまし
た。「情報化されたMONOづくり」をキーワードに、本学を代表する9つのラボ、「AIラボ」、「先
端ネットワークシステムラボ」、「北海道マテリオームラボ」、「スーパーマルチキャスティングア
ロイラボ」、「アーバンインフォマティックスラボ」、「構造物減災リサーチラボ」、「自然災害・防
災技術リサーチラボ」、「災害廃棄物リサーチラボ」、「カーボンポジティブラボ」が活動してお
り、MONOづくりみらい共創機構もソリューションを担うラボ群と連携したリエゾン活動を
行っています。

4．産学官連携の状況
室蘭工業大学MONOづくりみらい共創機構研究協力会
学外から室蘭工業大学の支援を行う目的で、1993年に発足した研究協力会は、室蘭、札幌等の
道内企業を中心に、道外企業も加え、現在72社の企業と支援機関による会員を擁しております。
その寄附金によってプレ共同研究制度や、講演会開催など各種事業を推進しています。プレ共同
研究とは、本学教員と共同研究を実施する前準備や予備検証を行うための、1年間の事前研究制
度です。企業等の研究パートナーとなる本学教員に対して研究資金50万円を上限に支給し、初期
段階の可能性検証を行えることから、次のステップである共同研究に進むテーマも増えてきまし
た。

共同研究・受託研究等の推進
「学長ビジョン（世界水準の研究力をベースと
した社会共創）」、「北海道MONOづくりビジョン
2060」に基づく戦略、マッチング機会の増加など
により、共同研究は増加傾向にありますが、地域
や企業の皆様にとって、より魅力のある活動を展
開することがMONOづくりみらい共創機構に求
められていると認識しております。 図3 共同研究受入れの推移
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図5 大学と社会連携大学協力会の関係

室蘭工業大学同窓会社会連携大学協力会
連携推進のための方策の一つとして、オープンイノベーション、とりわけ約4万人の同窓生の
お力添えが重要と考えております。同窓会に相談申し上げたところ、西尾会長をはじめ皆様のご
尽力により、同窓会の中に、「社会連携大学協力会」を組織して頂くことができました。
本学は同窓会の動きに同調し、大学では有し得ない人的資源の共有・融合による、機能の強

化・拡充

図4 同窓会理事会組織図

を図るため「学外協力員（社会共創）」
を設置しました。設置と同時に9名の方を委嘱
し、MONOづくりビジョンの社会実装を目指
すクリエイティブコラボレーションセンター
（徳楽センター長）との意見交換から活動がス
タートしました。その中の大きなトピックとし
て、「カーボンニュートラル社会づくり」が
テーマアップされたため、社会連携大学協力会
と本学の共催により、産学官金が参加する情報
交換会を開催しました。現在は、情報交換会を
きっかけとした横の繋がりや、自治体との連携
を深め、より具体的な活動に進展しています。

道内自治体等との連携
本学は、胆振地域はもとより、北海道の自治体等と連携体制を構築しています。COI-NEXT
事業を展開している白糠町、SIP事業を展開している伊達市、ロケット開発等で包括連携協定を
締結しているインターステラテクノロジズ、スペースポート構想を展開する大樹町など、連携強
化のために本学のサテライトオフィスを設置している自治体もあります。引き続き、本学の
「知」が貢献できる自治体との連携を構築・推進してまいります。
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図6 自治体等との連携状況および主な取組み

5．MONOづくりみらい共創機構
本学は、これまで、理工学部への改組、北海道に貢献するビジョンの策定、分野横断的な研究
グループの設置、「組織」対「組織」の共同研究推進など、様々な改革を進めてきました。一方
で、センター間の縦割りによる硬直性や、地方単科大学では十分なリソースの確保が難しい機能
不足などの課題も見えてきました。このような状況を踏まえ、社会との共創を推進するために必
要な機能を特定した上で再編統合し、「共創」をデザインし促進していく組織として、「MONO
づくりみらい共創機構（機構長：学長）」を設置しました。
当機構には、ヘッドクォーターとして「地域共創オフィス」、インパクト評価やステークホル
ダーとの関係づくりのための「パブリックリレーションズオフィス」、シーズとニーズのマッチ
ングやスタートアップ創出のための「リエゾンオフィス」を設置し、社会との共創を推進するた
めの機能を強化するとともに、自治体の首長、企業経営層などで構成される「みらい共創会議」
を創設し、機構長である学長と「ビジョン」を基礎とした、バックキャストによる地域の未来ビ
ジョンを共有していくことを目指しています。
また、共創の現場で、刻一刻と変化する状況を最前線で捉えつつ、共創の糸口をつかむ少数精
鋭チームとして、柔軟に組成・改廃できる「アジャイル型タスクフォース」を設置しています。
加えて、共創に必要なリソースは、自前主義ではなく積極的に他機関と連携する中で補完するこ
ととしており、2023年に設置された「北海道ユニバーシティアライアンス」の枠組みの中で、北
海道大学をはじめ道内各大学との連携・協力を図ってまいります。
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図7 MONOづくりみらい共創機構組織図

6．おわりに
MONOづくりみらい共創機構は、社会との共創において、これからの社会の中核となる可能

性を秘めた振興グループを開拓し、共創の場の構築、組織対組織の共創、新しい連携プラット
フォームの構築を行い、エコシステムの構築を先導することを目指しております。北海道を「世
界水準の価値創造空間」にするため、これまで以上に本学と地域・産業とをつなぐ活動の強化を
図り、本学の「知」が各分野で活用されるよう尽力する所存でございます。引き続き、ご支援、
ご協力を賜りますようお願い申し上げます。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2020年＝100
季調値

前 期 比
（％）

2019年度 111．7 △4．9 110．2 △3．5 110．1 △5．2 110．4 △3．5 101．3 2．4 101．0 2．4
2020年度 99．6 △10．8 99．7 △9．5 100．0 △9．2 99．7 △9．7 80．8 △20．2 91．2 △9．7
2021年度 106．1 6．5 105．2 5．5 106．4 6．4 103．8 4．1 81．3 0．6 98．4 7．9
2022年度 100．4 △5．4 104．9 △0．3 100．6 △5．5 103．7 △0．1 86．4 6．3 100．7 2．3

2022年10～12月 99．8 △1．5 105．3 △1．7 100．7 0．5 103．7 △1．4 86．4 1．3 103．1 △0．3
2023年1～3月 97．4 △2．4 103．4 △1．8 97．3 △3．4 102．7 △1．0 89．9 4．1 103．8 0．7

4～6月 99．2 1．8 104．8 1．4 99．5 2．3 104．3 1．6 89．0 △1．0 105．8 1．9
7～9月 99．1 △0．1 103．5 △1．2 97．7 △1．8 103．1 △1．2 89．4 0．4 103．6 △2．1
10～12月 p97．9 △1．2 104．8 1．3 p98．9 1．2 103．8 0．7 p93．7 4．8 102．9 △0．7

2022年 12月 97．6 △1．9 104．9 △0．6 99．0 △0．2 102．8 △1．2 86．4 △0．9 103．1 △0．1
2023年 1月 97．4 △0．2 100．8 △3．9 98．6 △0．4 99．5 △3．2 90．2 4．4 102．4 △0．7

2月 97．9 0．5 104．5 3．7 97．3 △1．3 103．8 4．3 88．3 △2．1 103．4 1．0
3月 97．0 △0．9 104．8 0．3 95．9 △1．4 104．7 0．9 89．9 1．8 103．8 0．4
4月 99．0 2．1 105．5 0．7 99．4 3．6 104．5 △0．2 90．5 0．7 103．7 △0．1
5月 99．3 0．3 103．2 △2．2 98．9 △0．5 103．3 △1．1 90．9 0．4 105．6 1．8
6月 99．3 0．0 105．7 2．4 100．3 1．4 105．0 1．6 89．0 △2．1 105．8 0．2
7月 96．0 △3．3 103．8 △1．8 96．3 △4．0 103．1 △1．8 85．7 △3．7 106．4 0．6
8月 101．1 5．3 103．1 △0．7 98．0 1．8 102．8 △0．3 85．4 △0．4 105．0 △1．3
9月 100．3 △0．8 103．6 0．5 98．8 0．8 103．4 0．6 89．4 4．7 103．6 △1．3
10月 96．4 △3．9 104．9 1．3 98．7 △0．1 103．8 0．4 90．5 1．2 104．2 0．6
11月 97．8 1．5 104．0 △0．9 99．2 0．5 102．6 △1．2 87．4 △3．4 104．2 0．0
12月 p99．4 1．6 105．5 1．4 p98．9 △0．3 104．9 2．2 p93．7 7．2 102．9 △1．2

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。
■鉱工業指数（北海道）は、2020年基準への切替えにより、過去にさかのぼって修正。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％）

2019年度 956，606 △1．4 193，457 △1．6 186，290 △7．1 60，425 △5．6 770，317 0．1 133，032 0．2
2020年度 970，241 △3．4 196，297 △5．1 135，152 △27．5 45，612 △24．5 835，089 2．0 150，685 2．9
2021年度 978，041 0．8 199，978 1．9 144，763 7．1 49，683 8．9 833，277 △0．2 150，295 △0．3
2022年度 1，016，255 3．9 208，918 4．5 171，697 18．6 56，738 14．2 844，558 1．4 152，180 1．3

2022年10～12月 276，185 3．9 57，182 4．0 50，702 7．6 16，683 5．8 225，483 3．1 40，499 3．3
2023年1～3月 251，188 5．3 51，170 4．7 43，334 22．1 14，057 13．5 207，854 2．4 37，113 1．8

4～6月 250，766 3．5 51，993 4．4 40，062 5．6 13，866 6．2 210，704 3．1 38，127 3．8
7～9月 260，275 5．5 53，683 5．7 41，603 4．7 14，073 8．8 218，672 5．7 39，610 4．7
10～12月 288，562 4．5 59，227 3．6 53，070 4．7 17，563 5．3 235，492 4．4 41，664 2．9

2022年 12月 108，674 4．9 22，266 4．1 21，233 9．1 6，776 3．7 87，441 3．9 15，490 4．2
2023年 1月 87，341 7．6 17，681 5．5 15，023 25．0 4，764 14．4 72，318 4．6 12，916 2．5

2月 78，283 6．0 15，820 5．2 12，729 33．4 4，176 18．8 65，554 1．9 11，644 1．1
3月 85，564 2．5 17，669 3．6 15，581 11．9 5，117 8．6 69，982 0．6 12，553 1．7
4月 83，265 4．1 17，095 5．2 12，994 6．4 4，498 7．6 70，271 3．7 12，598 4．4
5月 83，822 2．6 17，437 3．7 13，296 4．5 4，528 5．3 70，526 2．3 12，908 3．2
6月 83，679 3．8 17，461 4．3 13，772 6．1 4，840 5．7 69，908 3．4 12，621 3．8
7月 89，244 5．4 18，741 5．9 14，799 3．9 5，224 7．6 74，445 5．7 13，517 5．2
8月 88，339 7．4 17，858 6．5 13，326 9．8 4，289 10．9 75，013 7．0 13，569 5．1
9月 82，691 3．8 17，084 4．8 13，478 0．9 4，560 8．1 69，213 4．4 12，525 3．7
10月 87，233 4．8 18，018 4．0 15，100 3．4 4，982 5．3 72，132 5．1 13，037 3．5
11月 88，100 4．6 18，363 4．4 15，693 5．5 5，506 6．4 72，407 4．4 12，857 3．6
12月 113，229 4．2 22，846 2．6 22，277 4．9 7，075 4．4 90，952 4．0 15，771 1．8

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■2020年3月に対象事業所の見直しを行ったため、これに関わる前年（度、同期、同月）比増減率は、ギャップを調整するリンク
係数で処理した数値で計算している。
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％） 百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％）

2019年度 149，070 2．8 45，211 2．2 283，490 6．6 70，096 7．1 133，409 △0．4 33，010 0．7
2020年度 155，961 4．6 49，172 8．4 281，690 △0．6 72，342 3．2 140，449 5．3 35，211 6．7
2021年度 151，468 △2．9 46，757 △4．9 282，274 0．2 73，922 2．2 138，437 △1．4 33，683 △4．3
2022年度 148，484 △2．0 46，665 △0．2 293，364 3．9 78，206 5．8 138，186 △0．2 33，395 △0．9

2022年10～12月 37，469 △2．4 11，950 1．1 74，096 6．3 20，133 8．4 37，619 2．8 8，915 1．2
2023年1～3月 38，588 △0．7 11，936 △1．5 72，941 6．1 19，321 6．1 26，187 1．4 7，397 △0．3

4～6月 31，320 △14．3 10，577 △5．0 75，609 6．2 20，566 9．1 38，875 △2．8 8，797 △1．1
7～9月 40，293 12．3 11，984 2．9 81，426 8．3 21，762 9．3 34，106 △0．8 8，337 1．9
10～12月 38，466 2．7 11，786 △1．4 78，858 6．4 21，801 8．3 36，929 △1．8 8，880 △0．4

2022年 12月 14，425 △2．0 4，845 2．5 25，544 7．2 7，314 11．1 14，550 5．3 3，396 2．9
2023年 1月 13，424 5．2 4，184 △0．3 26，338 10．2 6，482 5．0 8，945 △1．2 2，469 △1．4

2月 10，691 4．5 3，467 1．3 23，955 2．1 6，126 5．6 7，363 0．0 2，248 0．1
3月 14，473 △8．9 4，285 △4．6 22，648 6．1 6，713 7．8 9，879 5．0 2，680 0．3
4月 10，582 △15．8 3，416 △3．9 25，270 5．5 6，744 9．0 12，465 △7．2 2，997 0．4
5月 10，180 △17．3 3，506 △4．7 24，546 5．3 6，849 9．0 14，381 △0．7 3，040 △2．0
6月 10，558 △9．4 3，656 △6．3 25，793 7．9 6，973 9．4 12，029 △0．4 2，760 △1．8
7月 13，572 5．2 4，463 5．0 26，724 8．7 7，456 10．2 12，582 0．8 3，023 5．2
8月 13，831 26．3 3，757 3．9 27，639 7．0 7，290 7．6 11，353 △0．2 2，766 0．9
9月 12，890 7．1 3，764 △0．4 27，063 9．4 7，016 10．2 10，171 △3．4 2，548 △0．8
10月 11，883 1．8 3，397 △3．4 25，978 8．9 7，111 10．3 11，712 △1．5 2，802 △1．5
11月 11，899 4．6 3，708 3．3 25，861 4．7 6，948 9．0 11，706 4．7 2，756 3．1
12月 14，684 1．8 4，682 △3．4 27，019 5．8 7，742 5．9 13，511 △7．1 3，322 △2．2

資料 経済産業省、北海道経済産業局

年月
コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数
北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
2019年度 582，414 1．6 121，748 1．0 272，976 7．0 291，235 0．8 13，267 △2．1 1，584 △15．9
2020年度 562，664 △3．4 115，600 △5．0 264，590 △3．1 276，167 △5．2 4，601 △65．3 0 △100．0
2021年度 573，792 2．0 118，043 2．4 263，733 △0．3 280，935 1．7 6，376 38．6 0 △57．1
2022年度 605，785 5．6 123，530 4．6 284，288 7．8 293，671 4．5 11，361 78．2 4587640366．7

2022年10～12月 154，669 7．3 31，916 6．0 319，672 17．2 304，022 4．1 2，945 37．6 130 －
2023年1～3月 145，251 6．7 29，751 5．4 283，926 4．6 295，539 3．9 2，790 78．3 324 －

4～6月 154，838 6．0 31，535 4．8 267，208 0．8 288，355 △0．5 3，272 41．4 21121137100．0
7～9月 175，618 9．9 33，411 5．2 265，584 △1．0 285，955 0．2 4，019 21．3 3779100．6
10～12月 160，625 3．9 32，624 2．2 300，961 △5．9 306，138 0．7 3，259 10．6 371 185．7

2022年 12月 54，122 6．2 11，014 3．9 337，327 9．1 328，114 3．4 983 20．4 105 －
2023年 1月 48，782 5．7 9，924 4．1 273，006 0．5 301，646 4．8 816 48．9 124 －

2月 45，798 7．5 9，265 6．2 275，903 5．1 272，214 5．6 915 141．9 118 －
3月 50，671 6．8 10，562 6．0 302，869 8．2 312，758 1．8 1，059 65．8 82 －
4月 49，802 5．3 10，395 5．3 284，504 0．7 303，076 △0．5 937 44．7 585839400．0
5月 52，342 6．6 10，633 5．5 247，593 △4．3 286，443 △0．4 1，134 44．4 63 －
6月 52，694 6．0 10，506 3．6 269，528 6．0 275，545 △0．5 1，200 36．3 90 －
7月 59，567 9．3 11，403 5．2 265，412 2．0 281，736 △1．3 1，294 22．7 14710386．0
8月 61，432 13．8 11，391 6．3 260，838 △6．6 293，161 1．1 1，455 20．7 1355939．7
9月 54，619 6．6 10，617 4．0 270，502 1．9 282，969 0．7 1，270 20．7 9420891．1
10月 54，148 5．2 10，815 2．2 313，239 6．1 301，974 1．3 1，188 13．8 1025385．7
11月 50，795 3．5 10，334 0．1 276，338 △15．3 286，922 0．3 1，004 9．4 r 98 324．9
12月 55，682 2．9 11，475 4．2 313，306 △7．1 329，518 0．4 1，067 8．5 p 172 63．5

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 ㈳北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度及び四半期の数値は月平均値。 ■「p」は速報値、
「r」は修正値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート 2024年3月号

ｏ．329（カラー）　ＯＴＦ　175線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／030～033　主要経済指標 2024.02.20 10.50.46 Page 31



年月
新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国
戸 前 年 同

月比（％） 百 戸 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 億 円 前 年 同

月比（％）
2019年度 32，486 △9．2 8，837 △7．3 1，756 △6．0 43，019 △6．6 104，036 △0．3
2020年度 31，772 △2．2 8，122 △8．1 1，852 5．5 40，030 △6．9 94，870 △8．8
2021年度 32，091 1．0 8，659 6．6 1，732 △6．5 43，738 9．3 103，732 9．3
2022年度 29，576 △7．8 8，608 △0．6 1，384 △20．1 43，279 △1．0 107，937 4．1

2022年10～12月 7，051 △12．6 2，162 △1．6 247 △29．3 9，559 △25．2 24，735 △3．6
2023年1～3月 4，748 △4．6 2，017 0．6 248 △26．9 9，346 △3．7 29，047 1．8

4～6月 9，090 1．1 2，078 △4．7 454 △8．5 10，166 △20．2 25，063 △6．7
7～9月 7，681 △12．5 2，075 △7．7 478 21．8 9，703 △16．5 25，325 △7．2
10～12月 7，217 2．4 2，026 △6．3 222 △10．3 10，247 7．2 24，115 △2．5

2022年 12月 1，987 △5．0 672 △1．7 54 △48．9 3，158 △29．3 9，221 △6．6
2023年 1月 1，033 △7．4 636 6．6 78 66．2 3，590 22．2 7，438 4．5

2月 1，224 △10．5 644 △0．3 68 △48．0 3，216 △7．0 7，808 9．8
3月 2，491 △0．0 737 △3．2 101 △36．9 2，540 △23．2 13，801 △3．5
4月 3，099 △4．1 673 △11．9 217 55．6 4，348 △3．4 8，741 △5．9
5月 2，424 △4．5 696 3．5 120 1．3 2，872 △22．5 7，022 △8．7
6月 3，567 10．7 710 △4．8 116 △51．1 2，947 △35．1 9，300 △5．8
7月 2，724 △12．2 682 △6．7 66 △57．5 3，195 △31．1 7，527 △13．0
8月 2，667 △16．1 704 △9．4 168 64．4 3，280 △11．3 7，429 △7．7
9月 2，290 △8．4 689 △6．8 245 80．0 3，228 △1．9 10，369 △2．2
10月 3，091 16．3 718 △6．3 93 △12．3 4，109 26．9 7，574 △2．2
11月 2，158 △10．3 662 △8．5 70 △20．1 2，956 △6．6 7，384 △5．0
12月 1，968 △1．0 646 △4．0 59 9．9 3，183 0．8 9，156 △0．7

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数
北海道 全国

合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車
台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）

2019年度 170，602 △4．4 58，907 △3．8 57，834 △4．9 53，861 △4．6 4，173，186 △4．4
2020年度 154，391 △9．5 52，964 △10．1 49，677 △14．1 51，750 △3．9 3，859，250 △7．5
2021年度 139，868 △9．4 52，310 △1．2 41，815 △15．8 45，743 △11．6 3，467，561 △10．1
2022年度 151，633 8．4 60，138 15．0 43，625 4．3 47，870 4．6 3，613，705 4．2

2022年10～12月 34，120 13．6 12，665 11．7 9，483 7．3 11，972 21．3 888，197 10．7
2023年1～3月 46，795 23．6 20，668 46．4 12，308 8．2 13，819 11．7 1，154，094 16．7

4～6月 41，526 22．6 17，769 45．6 11，847 8．3 11，910 11．0 893，600 23．4
7～9月 38，527 4．6 15，347 5．1 10，697 △1．8 12，483 10．0 964，932 13．9
10～12月 37，722 10．6 15，116 19．4 9，660 1．9 12，946 8．1 980，101 10．3

2022年 12月 10，046 3．5 4，065 4．3 2，437 △11．9 3，544 16．5 284，329 1．5
2023年 1月 11，533 19．9 4，999 40．7 2，610 △16．1 3，924 32．8 319，870 17．4

2月 13，286 32．4 5，943 78．6 3，454 14．3 3，889 5．5 356，281 22．9
3月 21，976 20．7 9，726 34．3 6，244 19．2 6，006 4．9 477，943 12．1
4月 14，763 24．6 6，708 49．1 4，196 11．3 3，859 7．8 289，525 18．5
5月 12，002 28．4 4，702 43．0 3，319 12．9 3，981 27．7 272，042 28．4
6月 14，761 16．5 6，359 44．1 4，332 2．5 4，070 0．9 332，033 23．9
7月 12，739 △3．0 5，537 7．4 3，430 △13．7 3，772 △5．9 320，996 11．4
8月 11，364 11．2 4，206 4．6 3，303 6．2 3，855 24．6 280，537 19．8
9月 14，424 7．0 5，604 3．2 3，964 4．0 4，856 14．4 363，399 11．8
10月 13，462 11．9 5，416 26．5 3，530 △4．4 4，516 11．3 334，485 13．1
11月 13，546 12．5 5，176 19．9 3，587 7．0 4，783 9．4 344，045 11．7
12月 10，714 6．6 4，524 11．3 2，543 4．3 3，647 2．9 301，571 6．1

資料 ㈳日本自動車販売協会連合会、㈳全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）
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年月
公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
百万円 前 年 同

月比（％） 億円 前 年 同
月比（％）

倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

2019年度 956，227 11．5 150，255 6．8 1．19 1．41 32，091 △2．7 827，467 △4．5 2．5 2．4
2020年度 981，951 2．7 153，658 2．3 0．96 1．01 27，775 △13．4 658，838 △20．4 3．1 2．9
2021年度 962，717 △2．0 140，503 △8．6 0．98 1．05 29，623 6．7 718，719 9．1 3．1 2．8
2022年度 906，498 △5．8 139，937 △0．4 1．09 1．19 32，248 8．9 784，749 9．2 3．0 2．6

2022年10～12月 65，461 △7．4 23，802 △5．4 1．17 1．27 31，328 7．1 779，002 7．0 2．7 2．4
2023年1～3月 134，818 △9．5 29，368 14．7 1．08 1．26 31，794 1．2 815，826 5．3 2．6 2．6

4～6月 587，372 19．3 52，794 7．1 0．96 1．12 29，921 △8．4 768，598 0．3 3．2 2．7
7～9月 215，213 0．5 37，944 1．3 1．01 1．17 29，436 △11．3 765，336 △1．6 2．8 2．6
10～12月 68，159 4．1 25，773 8．3 1．03 1．21 28，772 △8．2 753，696 △3．2 － 2．4

2022年 12月 8，682 △28．8 6，283 △8．4 1．17 1．31 28，766 6．1 737，762 5．4 ↓ 2．3
2023年 1月 5，726 △50．7 5，088 △2．3 1．11 1．29 31，424 4．4 821，973 4．9 ↑ 2．4

2月 10，031 △38．7 8，978 52．2 1．08 1．27 31，401 3．4 820，272 10．5 2．6 2．5
3月 119，060 △1．6 15，301 5．5 1．05 1．22 32，558 △3．6 805，234 0．8 ↓ 2．8
4月 247，252 33．8 20，480 1．9 0．97 1．13 30，632 △12．0 761，716 △1．4 ↑ 2．7
5月 165，658 14．9 14，163 11．8 0．95 1．10 28，226 △5．5 754，719 3．8 3．2 2．7
6月 174，462 6．9 18，151 9．9 0．97 1．12 30，904 △7．4 789，359 △1．4 ↓ 2．6
7月 100，138 △2．4 13，802 6．8 1．00 1．15 30，150 △13．0 752，478 △2．6 ↑ 2．6
8月 61，565 2．9 11，147 △3．6 1．01 1．17 28，367 △6．7 763，193 1．0 2．8 2．7
9月 53，509 3．8 12，995 0．1 1．01 1．18 29，792 △13．7 780，336 △3．1 ↓ 2．6
10月 38，890 5．5 10，933 3．6 1．02 1．19 31，916 △8．9 813，788 △2．1 － 2．5
11月 20，175 1．3 7，647 9．9 1．04 1．20 27，780 △8．0 733，842 △4．4 － 2．4
12月 9，093 4．7 7，193 14．5 1．04 1．23 26，619 △7．5 713，459 △3．3 － 2．3

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか2社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度及び四半期の
数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月
消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数

（負債総額1，000万円以上） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

2020年＝100 前 年 同
月比（％）2020年＝100

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
2019年度 100．5 0．8 100．3 0．6 207 △7．6 8，631 6．4 108．68 18，917
2020年度 99．8 △0．7 99．9 △0．4 166 △19．8 7，163 △17．0 106．04 29，179
2021年度 100．2 0．5 99．9 0．1 144 △13．3 5，980 △16．5 112．36 27，821
2022年度 103．9 3．6 103．0 3．0 214 48．6 6，880 15．1 135．40 28，041

2022年10～12月 104．9 4．4 103．8 3．8 50 47．1 1，783 15．9 141．46 26，095
2023年1～3月 104．8 3．8 104．0 3．5 65 32．7 1，956 30．1 132．24 28，041

4～6月 105．9 3．5 104．9 3．2 59 0．0 2，086 34．1 137．30 33，189
7～9月 107．2 3．6 105．6 3．0 64 60．0 2，238 41．2 144．55 31，858
10～12月 107．9 2．8 106．4 2．5 81 62．0 2，410 35．2 147．81 33，464

2022年 12月 105．2 4．5 104．1 4．0 16 128．6 606 20．2 134．93 26，095
2023年 1月 105．1 4．7 104．3 4．2 14 75．0 570 26．1 130．20 27，327

2月 104．4 3．5 103．6 3．1 18 28．6 577 25．7 132．68 27，446
3月 104．8 3．2 104．1 3．1 33 22．2 809 36．4 133．85 28，041
4月 105．6 3．5 104．8 3．4 17 6．3 610 25．5 133．33 28，856
5月 105．6 3．3 104．8 3．2 20 △9．1 706 34．7 137．37 30，888
6月 106．4 3．8 105．0 3．3 22 4．8 770 41．0 141．19 33，189
7月 106．9 3．7 105．4 3．1 24 166．7 758 53．4 141．21 33，172
8月 107．3 3．8 105．7 3．1 25 78．6 760 54．5 144．77 32，619
9月 107．5 3．3 105．7 2．8 15 △11．8 720 20．2 147．67 31，858
10月 108．0 3．5 106．4 2．9 28 40．0 793 33．1 149．53 30，859
11月 107．9 2．6 106．4 2．5 20 42．9 807 38．9 149．83 33，487
12月 107．7 2．4 106．4 2．3 33 106．3 810 33．7 144．07 33，464

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。
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●道内経済の動き

●２０２４年 道内企業の年間業況見通し

●円安が道内企業の経営に及ぼす影響について

●寄稿
「室蘭工業大学の社会連携活動について」
－MONOづくりみらい共創機構の組織と機能－
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